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阪神工業地帯における産業集積の変容 
1933 年－1936 年を検討期間として 

 
兒玉 州平 

 
1．はじめに 
 
 大阪市を中心とする戦前の阪神工業地帯について

は、武部（1981）、森（1987）、阿部（2006）、生田

（2008）、小田（2011a）（2011b）をはじめとして、

すでに多くの研究が蓄積されている。ことに両大戦

間期に勃興した機械・金属工業については、現代の

大阪府（とくに東大阪市）の主要集積産業でもある

ことも相まって、天川（1976）、植田（1998）（2000）、
上田（1992）、衣本（2003）、湖中（2009）、沢井（2013）
がその詳細を明らかにしている。一方、都市近郊で

は、竹内（1979a）（1979b）、沢井（1990）、黄（1992）
が明らかにしたように、貝ボタン、琺瑯鉄器、歯ブ

ラシ・ガラス容器、洋傘などを中小工場や農家等が

複雑な分業体制のもと生産していた。 
 ただし、従来の阪神工業地帯研究は、「工業地帯」

の研究という意味で大きく二つの欠点を持っている

と考える。 
 一つ目の問題は工業地帯が産業集積によって形成

されているということを十分認識しているがゆえに

惹起されたもの考える。つまり、産業集積研究の一

環として工業地帯研究が行われたために、研究が一

つの産業とその関連産業に限定されているきらいが

あると考えるのである。特に戦間期大阪の工業地帯

研究は機械・金属工業の産業集積がいかに成長し、

それがいかにして可能となったかという視点から行

われている。本稿はもちろん当該期の大阪で機械・

金属工業が急激に成長したことを否定するわけでは

ない。むしろ、その事実を重視する。ただし、「工業

地帯」全体を考えたとき、機械・金属工業の発展（工

業地帯における新たなダイナミズム）がほかの産業
．．．．．

にど
．．

のような変容を齎したか
．．．．．．．．．．．

を明らかにする必要が

あろう。 
 二つ目の問題は、検討する地域に関する問題であ

る。戦前期の阪神工業地帯の中心が大阪市を中心と

する大阪府の北西部にあったことは衆目の一致する

ところであろう。そのため、大阪という阪神工業地

帯の中心部分の研究を行いながら、分析の主眼はあ

くまで大阪内部を出ていないという問題を抱えてい

ると考える。たしかに戦後、東大阪に機械・金属を

扱う中小企業が集積したため、研究対象は大阪北西

部から東へ拡大した。しかし、森（1987）が指摘す

るように、1930 年代においてはすでに大阪―（尼崎）

―神戸という工業地帯が形成されていた。つまり、

大阪と神戸とは一繋ぎの工業地帯だったのである。 
 大阪において急激に機械・金属工業が成長してく

ことが、それでは神戸にどのような影響を及ぼした

か、この点も先行研究では明らかにされていない。 
 しかし、戦間期に大阪で金属・機械工業が急激な

発展を遂げた影響は、産業構造全体に波及し、延い

ては工業地帯全体の変容を迫ったと考えられる。い

うまでもなく、阪神工業地帯は大阪・神戸という二

大都市の経済、労働や生活を含む社会を強く規定す

るものであった。そのため、1930 年代の大阪におけ

る重工業化という産業構造の変化とその（肯定的・

否定的）波及効果を明らかにすることは、阪神地域

の地域史を行う上で大きな基礎となるものと考える。 
 そこで、本稿においては、阪神工業地帯が多くの

産業から形成されていることを特に重視し1、特定の

産業だけを検討するのではなく、多くの産業構造全

体の変化を検討していく。そのため、本稿において

は、産業集積といったとき、多くの産業から形成さ

れている「多産業集積2」を指す。 
 さらに検討する範囲を阪神工業地帯の中心地であ

る大阪市だけなく、神戸市の産業集積にまで拡大し

てみる。大阪市の産業集積の外延は神戸市まで至っ

ていたからである。このことにより、一つの産業の

成長が多産業集積に迫る変容を追うことができるだ

－1－



 
 

 
地図 1 大阪市地図 

出所）新修大阪市史編纂委員会『新修大阪市史』第 7 巻、1994 年、4 頁 

ろう。この変容を一般の立地調整3と区別するため集

積の「転型」と呼ぶこととする。 
 なお、本稿における検討期間は、昭和恐慌から日

中戦争前まで、すなわち大阪市における金属・機械

工業の成長が顕著であった 1933-1936 年とする4。 
 
2．大阪市産業の変容 
  
(1) 1930 年代における大阪市産業集積の変容  
 本節においては 1930 年代、大阪市産業がどのよ

うな状況にあったか確認するところから始めよう。

地図 1 が当該期大阪市の地図である。 
第 1表は 1930年時点と 1936年時点の大阪市各区

の工場数の推移を示したものである。この表をみる

と、1930 年の時点では紡織工業を中心に多くの産業

が集積していた北区や此花区、港区にかわり、機械・

器具、金属工業が多く集積した西淀川区、東淀川区、

そして東成区へと工場の集積の中心が移っているこ

とが分かる。北区や此花区などを旧集積地と呼べば、

旧集積地の地位は相対的に低下しているといえる。   

19
30

年
19

36
年

19
30
年

19
36

年
19

30
年

19
36

年
19

30
年

19
36

年
19
30

年
19

36
年

19
30
年

19
36
年

19
30

年
19

36
年

19
30

年
19

36
年

19
30

年
19
36

年
19

30
年

19
36

年

北
区

69
6

26
4

64
94

10
6

21
0

49
68

33
51

26
2

62
10

7
86

11
5

11
6

28
5

此
花

区
47

6
31
3

75
14

3
11

4
26

8
14

22
28

43
13

4
21

49
32

86
4

4
75

21
8

東
区

35
1

48
40

78
72

13
1

2
4

23
50

6
1

77
13

8
21

46
79

24
0

西
区

22
3

25
25

51
51

60
1

1
5

7
14

39
51

90
29

47
1

24
78

港
区

83
7

19
22
6

23
0

24
8

25
3

14
3

56
32

12
5

48
15

12
45

43
1

2
82

63

大
正

区
15

16
4

21
7

6
42

12
4

5
25

44

天
王

寺
区

10
6

7
23

44
14

29
2

4
8

17
10

36
5

15
12

34
2

28
77

南
区

26
4

10
36

46
46

42
1

14
15

17
23

28
34

60
65

58
87

浪
速

区
45

5
19

14
3

18
3

84
12

7
26

27
32

41
34

45
28

31
39

72
54

10
3

西
淀

川
区

56
7

20
2

50
18

1
71

25
9

19
25

68
10

9
21

40
20

29
24

37
70

11
9

東
淀

川
区

56
9

26
9

88
16

3
75

19
5

39
72

48
94

27
39

5
11

26
49

1
1

63
12

8

東
成

区
71

0
59

18
4

53
6

10
9

55
0

36
55

12
6

22
4

23
9

17
45

34
96

1
11

1
60

5

旭
区

11
7

11
6

13
2

34
53

4
6

21
1

91

住
吉

区
15

3
44

19
50

27
54

10
20

19
24

8
1

3
8

7
21

1
1

23
38

西
成

区
36

9
25

12
5

20
8

48
13

4
19

21
54

75
24

1
2

3
22

30
49

85

食
料
品

工
場

ガ
ス
・電

気
そ
の
他

出
所

）『
大

阪
市
統

計
書
』各

年
次

よ
り
作

成
．

第
1表

　
大

阪
市

各
区

工
場

数
推
移

（1
93
0-

19
36

）

区
名

紡
織

工
業

金
属
工

業
機

械
器
具

窯
業

化
学

製
材
・木

製
品

印
刷
・製

本

－2－



 
 

 

 

 

 

ただし、これはあくまで工場数からみた集積であり、

より厳密に集積の実態を確かめるためには、具体的

な工場の参入・退出の状況、さらには職工数ベース

でも 1930 年代の大阪市産業の変化を見ておかなけ

ればならない。そのため、次のような作業を行う。

大阪市に存在した具体的な工場については『大阪市

工場名簿』（以下、『名簿』と略称）によって把握が

可能である5。この『名簿』昭和 8（1933）年版と昭

和 11（1936）年版の比較によって、産業集積の変

化の実態を把握していく。具体的には、両方の名簿

に名前があれば「存続」、1933 年の『名簿』にしか

掲載されていなければ「退出」、1936 年の『名簿』

にのみ掲載されていれば「参入」とする。ただし、

「存続」企業のうち区域を越えていた場合は「移転」

とする。これを集計したのが第 2 表である。この表

によると、1933 年には 1,122 の工場が存在したが、

1936 年までには 579 の工場が退出、296 の工場が

参入したこととなる。 
 また、もう一つ特徴的なのは職工数ベースでの把

握である。第 1 図6によって、企業の存続と職工数の

相関を図ってみよう。この図は X 軸に 1933 年時点

の職工数、Y 軸に 1936 年の職工数をとったもので

ある。図に明らかなように、職工数の増加が企業の

存続条件の一つとなっていたといえる。この傾向は、

旧集積地であった北・此花・港・大正・浪花の各区

に限定して観察するとより顕著である（第 2 図）。 
 さて、これまでの結果をまとめよう。まず大阪市

における 1933 年-1936 年の工場の存続率は 45.5％
であり、この平均を上回ったのは北、此花、西、西

淀川、東淀川、東成、住吉の各区であった。また、

1933-1936年の大阪市における工場参入率は36.7％
であり、この平均を上回ったのは北、此花、西淀川

の各区であった。注目すべきは存続率・参入率とい

う工場の集積の重要な要因でどちらも旧集積地であ

る北、此花の 2 区においては平均を上回っていたに

も関わらず、（職工数 15 名以上という限定を外した）

全体としては相対的に集積地帯の地位を低下させて

いたことである（第 1 表）。このことは、15 名ない

し 30 名以上という中規模以上の工場は旧集積地に

おいても増加したが、より小規模な工場な工場数が

減少したこと―中規模以上の工場でなければ旧集積

地においては経営が困難である条件が生まれたこと

区名 当初 存続 退出 参入 存続率 参入率

北区 93 44 50 33 47.3 42.9
此花区 90 41 50 35 45.6 46.1

東区 46 15 31 8 32.6 34.8
西区 24 13 11 7 54.2 35

港区 76 31 45 7 40.8 18.4
大正区 122 44 78 15 36.1 25.4

天王寺区 8 2 6 1 25 33.3
南区 13 4 9 1 30.8 20

浪速区 71 24 47 7 33.8 22.6
西淀川区 145 69 76 81 47.6 54

東淀川区 165 96 49 49 58.2 33.8

東成区 79 36 43 16 45.6 30.8
旭区 80 42 38 20 52.5 32.3

住吉区 28 13 0 6 46.4 31.6
西成区 82 36 46 10 43.9 21.7

総数 1122 510 579 296 45.5 36.7
出所）『大阪市工場一覧』昭和8年版・昭和11年版より作成。

存続率=（存続）/（存続＋移転）×100
参入率=（参入）/（存続＋参入）×100

第2表　大阪市における工場の存続・退出・参入
（単位：ヶ所・%）
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―を示しているのである7。 
 一方、旧集積地に対して新集積地ともいえる西淀

川・東淀川・東成区・西成区などはむしろ存続率・

参入率それぞれにおいて平均を下回っている区があ

るにもかかわらず、第 1 表においては工場の集積が

進んでいる。つまり、『名簿』が把握する中規模以上

の工場においては存続率・参入率ともに平均を下回

っても、より小さな工場が存続・参入できる条件が

あったといえるだろう。 
 
(2) 金属・機械工業の発展と内陸部への拡大 

それでは、冒頭で掲げた金属・機械工業の発展に

ついてここで検討しておこう。第 3 表は産業別・区

別の工場増加率を示したものである。ここで注目し

ておきたいのは、この表から明らかなように「近代

性」を失った参入障壁の低い産業だけでなく、より

参入障壁の高い―「強靭性」をもった―金属工業・

機械器具工業が内陸部の新集積地に広がっているこ

とが明らかである。 
 
(3)  集積の「転型」 
 それでは 1930 年代における集積の「転型」はど

のようにして起こったのだろうか。その原動力を本

項では探っていくこととする。ここではまず、1933
年から 1936 年にかけて工場を大阪市内で「移転」

した企業に着目してみよう。「移転」した 21 工場を

まとめたものが第 4 表となる。この表の結果は第 2
表と整合的であり、旧集積地から西淀川区、東淀川

区、東成区、西成区などの新集積地へ移転したこと

がわかる。ではなぜ、工場は移転することとなった

のだろうか。移転理由が判明するのは 21 工場のう

ちタイガー計算機株式会社のみである。タイガー計

算機（1953）によれば、「計算機を新しい近代的工

場に於ける量産に転換しようという計画がたてられ

ていたが、昭和十年十一月現在の大阪市東淀川区野

中南通りの地に（中略）精密機械工場を竣工した」

という。土地の狭隘化により、旧工場を移転しなく

ても、新集積地に新工場を建設する「工場増設」の

事例もある（第 5 表）。これと植田（1998）(2000)、
衣本（2003）研究とを併せて考察すれば、1930 年

代における旧集積地労賃の上昇、土地の狭隘化とそ

れに伴う企業間内の取引コスト（分工場を多数設置

する必要から）の上昇を防ぐために「移転」してよ

り広い敷地を確保し、または「工場増設」という行

動が選好されたと推測できる。これは第 4 表におい

て移転に伴い法人成りした企業もあり、企業規模が

第
3
表
　
工
場
増

加
率
（
1
9
3
0
-
1
9
3
6
）

（
単

位
:％

）

区
名

紡
織
工
業

金
属
工
業

機
械

器
具

窯
業

化
学

製
材
・
木
製

品
印
刷

・
製
本

食
料
品

そ
の

他
北
区

3
8

1
4
7

1
9
8

1
3
9

1
5
5

8
1
7
3

1
3
4

2
4
6

此
花

区
6
6

1
9
1

2
3
5

1
5
7

1
5
4

3
1

2
3
3

2
6
9

2
9
1

東
区

1
4

1
9
5

1
8
2

2
0
0

2
1
7

1
7

1
7
9

2
1
9

3
0
4

西
区

1
1

2
0
4

1
1
8

1
0
0

1
4
0

2
7
9

1
7
6

1
6
2

3
2
5

港
区

2
1
0
2

1
0
2

2
1

5
7

3
8

8
0

9
6

7
7

天
王

寺
区

7
1
9
1

2
0
7

2
0
0

2
1
3

3
6
0

3
0
0

2
8
3

2
7
5

南
区

4
1
2
8

9
1

0
1
0
7

1
3
5

1
2
1

1
0
8

1
5
0

浪
速

区
4

1
2
8

1
5
1

1
0
4

1
2
8

1
3
2

1
1
1

1
8
5

1
9
1

西
淀

川
区

3
6

3
6
2

3
6
5

1
3
2

1
6
0

1
9
0

1
4
5

1
5
4

1
7
0

東
淀

川
区

4
7

1
8
5

2
6
0

1
8
5

1
9
6

1
4
4

2
2
0

1
8
8

2
0
3

東
成

区
8

2
9
1

5
0
5

1
5
3

1
7
8

3
9

2
6
5

2
8
2

5
4
5

住
吉

区
2
9

2
6
3

2
0
0

2
0
0

1
2
6

1
3

2
6
7

3
0
0

1
6
5

西
成

区
7

1
6
6

2
7
9

1
11

1
3
9

4
1
5
0

1
3
6

1
7
3

出
所

）
第
1
表

と
同

じ
。

－4－



 
 

拡大したことが窺えることからも明らかである。 
 しかし、土地が狭隘化し、企業内取引コストが上

昇したからといって、すぐさま旧集積地から新集積

地へ工場の集積が広がっていくわけではない。例え

ばレンゴー株式会社社史編纂室（1995）によれば、

連合紙器株式会社は 1923 年、西淀川工場を操業さ

せたが、大阪市内に製品を輸送する際、淀川を越え

なければならないため輸送費がかさみ、結局 1930
年、工場を此花区に移転させた。つまり、1930 年以

前、海岸沿いの地区に工場が集中していたのはそれ

以上内陸に工場が立地できない条件があったためで

あり、1930 年代半ばに至ってその条件が解消された

ために旧集積地から新集積地へ集積が拡大していく

という「転型」が可能となったといえるのである。

それでは、1930 年代より前に集積の拡大を阻んでい

た諸条件とは何であり、それが 1930 年代、ことに

1933 年以降、どのように解消されていったのだろう

か。 
 

(4) 「転型」を阻害するもの 
i) 石炭問題 
 さて、旧集積地から新集積地への「転型」は工場

が立地できる範囲がより広くなることを示している。

その際に問題となるのが、輸送費の問題である。大

阪工業会（1931）によれば、1920 年代日本の主要

エネルギー源であった石炭の 大の需要者は大阪市

を中心とする阪神地方であった。その需要量は日本

全国の総需要量の約 2 割にも及んだ。その一方で、

供給が追い付かず需給が逼迫するという事態が数次

にわたって起こっていた。石炭価格が高騰するとい

う危機的状況を喚起していたのである。海岸沿いの

旧集積地においてすら石炭の価格上昇に苦しむ中、

内陸地においてはさらに輸送費が石炭価格に転嫁さ

れるため、内陸部に工場をおくことはそれだけで競

争上不利であったことは容易に推測しうる。 
 
ii) チャネル支配の問題 
 大阪市の特に中小工場の立地を考える上で欠かせ

ないのが、「製造問屋」の存在である。すでに「製造

問屋」の果たした役割ついては竹内（1979a）（1979b）
がすでに明らかにしている。そこで本稿では、とく

に輸出雑貨である貝ボタンや琺瑯、歯ブラシ、ガラ

ス、洋傘製造業などで、製造問屋が製造に必要な原

料調達から販売までオーガナイズする役割を果たし

ていたことを確認するにとどめたい。ところで、製

造問屋が製造から販売まで支配するとどのようなこ 
とが起こると予想できるだろうか。輸出雑貨のよう

な価格競争力が求められる産業では、取引コスト低

減のため、関連工場と製造問屋とが密接な関係にな

ければならず、結果として関連企業同士、一つの近

接した地域に工場は集中せざるをえない。たとえば

大阪の代表的輸出雑貨である貝ボタン製造業は、高

落（1919）によれば、第一次大戦ころの段階では大

阪市天王寺地区に集中していた。 
 
iii) 流通手段の確保 
 ここでは、港湾問題について触れておこう。大阪

港は神戸港に比べ水深が浅いという問題があり、大

型船が入港できなかった。そのため大型貨物は艀で

神戸港に移送し、神戸港から国際線・国内線に積み

替えるという手段をとっていた（「神戸経由貨物」）。

その量は 盛期には第 3 図のように大阪港から出港

される貨物の 25%弱にも及んだ。つまり大阪市で機

械器具や金属工業製品を製造する際には神戸港へ移

送し積み替えるという輸送費用をも考慮する必要が

あった。このことが 1930 年代以前工場が沿岸部に

集中することとなっていた要因の一つと考えられる。 

第4表　大阪市内の工場移転（1933・1936年）

工場名 1933年 1936年

京谷可鍛工業所 大正区 → 西淀川区

共立電気鋳鋼所 西淀川区 → 東成区 △ 株式会社へ

恵美須屋鉄工所 東区 → 西淀川区 △ 株式会社へ

葭野鉄工所 東成区 → 西淀川区 △ 合資会社へ

恩加島鉄工所 大正区 → 西淀川区 △ 株式会社へ

森計器製作所 港区 → 西淀川区

東洋製薬貿易株式会社 北区 → 西淀川区

株式会社寿毛加工場 東区 → 西淀川区
リグナイト工業株式会社 此花区 → 西淀川区 □ リグナイト株式会社

太陽電線株式会社 北区 → 西淀川区

小野硝子工業所 西淀川区 → 東淀川区

タイガー計算機株式会社 西淀川区 → 東淀川区

竹本電機計器製作所 南区 → 東淀川区

タイガーシャツ第一工場 此花区 → 東淀川区

合資会社秀工舎 浪速区 → 東成区

株式会社瓜生製作所 東区 → 東成区

千代田木管株式会社 西淀川区 → 旭区

大阪電気株式会社 浪速区 → 住吉区
北川組解船部 港・大正区 → 住吉区

久金属製作所 浪速区 → 西成区

いなりあげ合資会社 浪速区 → 西成区 △ 株式会社へ

出所）大阪市社会部調査課『大阪市工場名簿』，1933年，1936年．

△…法人成り　□…改称

備考

太陽電線株式会社については，太陽ケーブルテック株式会社HP

（http://www.taiyocable.co.jp/index.php?option=com_content&view=article&id=49&Itemi

d=59　2011/09/10閲覧）
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(5) 「転型」の原動力の確保と阻害要因の除去 
 それでは 1920 年代に集積の「転型」を妨げてい

た諸要件が 1930 年代にどのように変容したのかを

確認していこう。 
 
i) 電力の普及 
 1930 年代に入ると、多くの工場で電動機が導入さ

れるようになった。この点は燃料価格を考える上で

も大きな意味を持ったと考えられる。森（1939）が

指摘するように、石炭は輸送距離に比例して価格が

上昇する製品であるが、電力は従量価格である。つ

まり、石炭は内陸部へ輸送するほど価格が上昇する

性質を持つが、電力は基本的に沿岸部でも内陸部で

も価格がほとんど変化しない性質をもつ動力であっ

た。また電源開発の進行に伴い価格そのものも年々

低落した。これに加え、小堀（2010）がすでに指摘

しているように、大阪は燃焼指導の先進地帯であり、

大阪府産業能率研究所が中心となって燃料節約が試

みられた。その結果、大阪石炭協会（1928）（1935）
の通り、1928 年度段階の大阪府下石炭使用量と

1935 年度の大阪府下石炭使用量とを比較すると工

場そのものは増加しているにもかかわらず大幅に低

減した。 
 
ii) チャネル支配の変容 
 iii）で述べる自動車輸送の拡大とともに、集積の

「転型」を助けたのが流通組織の変化である。すで

に述べたように、大阪の特に輸入雑貨製造業を中心

として製造問屋が大きな影響力を持っていた。これ

に対し 1920 年代半ばになると製造業者間で工業組

合が、販売側で商業組合が結成されていく。商工章

臨時産業合理局（1932）は、製造問屋の乱立により、

業界内で過当競争が起こったことが組合結成の大き

な要因となった背景であると指摘している。工業組

合や商業組合の設立は 1930 年代の統制経済の文脈

で捉えられることが多かったが、ここでは製造・販

売局面で組合が結成されることでどのような影響が

出たか考えていくこととする。 
 日本工業協会（1934）や大森（2002）が端的に述

べるように工業組合や商業組合は生産調節や価格協

定を結ぶカルテルでもあり、その一方、共同で原材

料購入や販売を行い、また施設を共同設置し、技術

の相互啓発を行うなど製造・販売コストを低減させ

る努力も行っていた。この点をもう一歩進んで考え

れば従来製造問屋が果たしていた役割を工業組合が

「代替」するようになったと考えられる。工業組合

中央会（1935）や磯部喜一（1936）で述べられるよ

うに、製造業者が組合に参加すれば、必ずしも特定

の製造問屋と密接な関係を築かなくても組合設立の

メリットを享受することができるようになったから

である。先ほど事例にあげた貝ボタン製造業はその

結果どのような広がりを見せただろうか。大阪市産

業部（1930）によれば天王寺区の業者数が 48 なの

に対し、東成区 73、港区 26、浪速区 11、東区 3、
南区 1、西成区 6、西区 1、北区 1、住吉区 7、西淀

川区 1 と記録されている。つまり天王寺区への集中

が解消され、東成区などの新集積地へと産地が拡大

するだけの条件が整ったといえるのである。 
 
iii) 流通手段の増加 
 さて、1930 年代に入ると、自動車輸送が多く行わ

れるようになり、企業内、企業間の取引コストが大

幅に低減された。というのも野村（1935）が指摘す

るように、自動車輸送は価格面で鉄道と競争しつつ

輸送費を押し下げつつあったからである。 
では自動車はどのように利用されたのだろうか。

鉄道省運輸局（1932）によって自動車輸送の利用状

況を調べると、小口・貸切とも 50km 以下という短

距離輸送がほとんどであった。この結果を見ると自

動車輸送は製品を 終需要地へ運搬するというより

は、鉄道の駅、もしくは港湾、近接する企業内別工

場・取引先工場へ運んでいたと推測される。鉄道が

レールの引かれた地点までしか運搬できず、また船

も水運が発達した地域でなければ利用できないとい

う制約を持つのに対し、自動車はよほどの悪路でな

い限り自由に物資を運搬できるという特長を十二分

に生かしていたといえよう。 
 自動車輸送の発達は、「転型」に大きな影響を及ぼ

した。近距離輸送にその特長を持つ自動車輸送の誕 
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生により、物資がより広範な地域に運搬しやすくな

り、その結果工場が立地できる範囲が、従来に比べ

て広がることによって、必ずしも港湾に近い旧集積

地に工場が集中しなくてもよくなったといえるから

である。すでに 1934 年段階で 1,200 台を超える貨

物自動車が大阪市内を走っていた（大阪商工会議所

（1934））。 
 さて、もう一つここで触れておかなければならな

いのは、大阪港整備問題である。すでに港湾問題が

大阪市における工場立地の桎梏となっていたことは

前項で述べた通りである。そのため財界を中心とし

て大阪港の整備の望む声が高まり、数次にわたって

拡張工事が行われた（西区史刊行委員会（1979））。
この結果神戸経由貨物は大幅に減少し、神戸港の衰

退が囁かれるまでになった。また、大阪港発展との

関連でみておかなければならないのは第 6 表である。

これは神戸港・大阪港から積出される製品を類別に

まとめたものである。特に注意したいのが 14・15・
16 類に占める大阪港輸出額である。これらは金属工

業、機械器具工業の輸出額を示したものである。大

阪港が拡張されたことで大型船が入港できるように

なったことは先述の通りであるが、それは大阪で

1930 年代急速に発展した金属工業・機械器具工業の

成長と関連したものであったといえる。さらにこれ

らの産業が新集積地で成長した産業であったことを

考えれば、大阪港の整備と新集積地の成長とがダイ

レクトにリンクしたものであったともいえよう。 
 
3. 「転型」の阻害の解消 

 
 さて、1930 年代以前、工場の立地がほぼ大阪湾や

河川の沿岸部に限定されていたのは、2(2)で確認し

たように集積地帯を限定するさまざまな要因が作用

していたからであった。しかし 1930 年代に入ると

その障害の解消が急速に進んでいった。必要とする

石炭の量は大幅に減少し、電化が進むことで燃料費

が圧縮され、工場がより内陸部に設置しやすくなっ

た。また、工業組合・輸出組合の設立によって原料

費や技術の相互供与によって合理化が進展し製造費

の低下に繫がった。さらに鉄道以外に自動車という

輸送手段が誕生し、大阪港が整備されて輸送費も押

し下げられることで、さらに工場の内陸部進出が進

む。このようにして 1930 年代に入ると急速に新集

積地が誕生したものと考えられるのである。 
 それでは、大阪市で金属・機械工業が成長したと

いう事実が、大阪市の産業集積全体にどのような変

容を迫ったか、本節でまとめておこう。 
確かに 1930 年代は 2(1)に旧集積地、新集積地と

いう言葉を用いたように，大阪湾沿岸部から内陸部

へ産業集積が拡大するという「転型」が起こり、そ

れが可能となったのは、種々の阻害要因が解消した

からであった。一方旧集積地においては、賃金の高

騰、土地の狭隘化などに規定されて規模が比較的大

きな工場しか立地できなくなっていった。ただし、

このような集積の「転型」について、次のことは留

保しておかなければならない。すなわち、内陸部に

進出することができた産業は金属・機械産業や貝ボ
．．．．．．．．．．

タンなど一部の輸出向製品といった
．．．．．．．．．．．．．．．．

高付加価値産業
．．．．．．．

であったことである
．．．．．．．．．

。つまり集積のメリットを多く

の産業が享受できるようになったにもかかわらず、

低付加価値産業が内陸部に進出するには、まだまだ

「転型」を阻害する要因は大きかった。一方旧集積

地では工場の巨大化が工場存続の条件となっていた。

そのため、低付加価値産業は、「転型」の波にのり、

内陸部に集積するほどの力は持ち得なかった。かと

いって、港湾部に立地することも難しくいなってい

った。そのことが第 3 表に掲げたように、新集積地

帯の紡織産業・木製品産業の工場増加率に表れてい

るといえよう。 
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4．神戸市各区における産業集積の変容 
 
それでは、大阪市の産業集積の「転型」に伴って、

神戸市ではどのように産業集積が「転型」しただろ

うか。 
地図 2 は 1934 年時点の神戸市の地図であり、当

時 8 つの区、すなわち東から灘区、葺合区、神戸区

（1933 年まで湊西区）、湊東区、湊区、兵庫区、林

田区、須磨区に分かれていた。ちなみに本稿の扱う

期間中、市域の拡大はない。さて、第 7 表が各区に

おける工業生産額である。恐慌時との比較をするた

め、期間を 1930 年－1936 年とやや広くとっている。

このうちから、神戸を代表する産業である、紡織工

業、金属工業、機械器具工業、化学工業、その他工

業を抽出してみていこう。それぞれ実質値を算出す

るためのデフレーターとして、繊維工業価格指数、

鉄鋼価格指数、機械価格指数、化学工業価格指数、

工業製品物価指数（雑工業）を使用すると8、紡織工

業がほぼ 1 倍、金属工業が約 0.87 倍、機械器具工

業が約 0.64 倍、化学工業が約 0.95 倍、雑工業は 0.88
倍で換算する必要があり、機械器具工業に関しては

むしろ実質値での生産額は減少に転じているものの、

その他の産業では実質値でも生産額を増大している。 
各区に目を転じると、特に躍進が目立つのが 1929

年に編入されたばかりの灘区は全般にわたって工業

生産額が増加しており、葺合区でも紡織工業と金属

工業が、兵庫区でも紡織工業と金属工業・化学工業

が林田区では紡織工業と化学工業・その他工業が大

幅な伸びを見せている。なお、葺合区・林田区では

製材及木製品工業も大幅に生産額が増加しており、

注目しておく必要があろう。 
さて、第 8 表では生産額の推移のみ見たが、大阪

市と同様、工場数の把握に移る。神戸市において工

業種別ごとに全工場数を把握するのは難しいため、

ここでは『兵庫県工場一覧』（以下、『一覧』）昭和八

年末版と昭和十一年版を使用して、種別ごとの工場

数の把握を行う。具体的には、両方の名簿に名前が

あれば「存続」、昭和八年の『一覧』にしか掲載され

ていなければ「退出」、1936 年の『一覧』にのみ掲

載されていれば「参入」とする。ただし、「存続」企第
6
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業のうち区域を越えていた場合は、「移転」とする。

ただし、『一覧』には常時職工 5 人以上という制約

があり、職工数の把握もできないことを把握してお

く。そのため、大阪市において行った作業とすぐさ

ま対応するものではない。その結果を示したものが

第 8 表(a)-(h)となる。たとえば、灘区における食料

品工業は酒造業が主であり、それに伴って製材及木

製品工業（製樽業）が一定程度存続している。また

神戸区は神戸市の中心部にあたり、多くの印刷工場

や食料品工場が安定的に存在しているなど、地域性

を見て取ることができる。ただし、より詳細に見る

ため、母数の大きい葺合区・兵庫区・林田区につい 
て存続率・参入率9を見ていこう（第 4 図(a)-(b)）。
如実に示されるのは、①林田区における金属、機械・

器具、造船・運搬器具工業の存続率・参入率の低さ 

地
図

2 
神

戸
市

地
図
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第8表(a)　灘区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 7 6 1 1 0

金属工業 4 4 0 2 0

機械・器具工業 1 0 1 4 0

造船・運搬器具工業 7 7 0 4 0

窯業 0 0 0 0 0

化学工業 6 6 0 6 0

製材及木製品工業 14 12 2 0 0

印刷及製本業 0 0 0 1 0

食料品工業 49 34 15 7 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 8 6 2 7 0

第8表(b)　葺合区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 9 9 0 11 0

金属工業 12 9 3 10 0

機械・器具工業 21 19 2 20 0

造船・運搬器具工業 8 6 2 5 0

窯業 1 1 0 0 0

化学工業 18 15 3 4 1

製材及木製品工業 13 11 2 13 0

印刷及製本業 12 12 0 5 0

食料品工業 14 13 1 4 0

瓦斯及電気業 1 1 0 0 0

その他工業 30 20 10 15 0

第8表(c)　神戸区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 0 0 0 0 0

金属工業 3 3 0 1 0

機械・器具工業 3 2 1 1 0

造船・運搬器具工業 0 0 0 1 0

窯業 0 0 0 0 0

化学工業 1 0 1 0 0

製材及木製品工業 4 3 1 4 0

印刷及製本業 21 18 3 3 0

食料品工業 18 16 2 4 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 14 9 5 10 1

第8表(d)　湊東区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 1 1 0 0 0

金属工業 1 1 0 3 0

機械・器具工業 5 4 1 4 0

造船・運搬器具工業 3 3 0 2 0

窯業 0 0 0 1 0

化学工業 2 2 0 0 0

製材及木製品工業 1 1 0 0 0

印刷及製本業 9 8 1 4 0

食料品工業 8 6 2 1 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 8 8 0 4 0

第8表(e)　湊区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 4 4 0 2 0

金属工業 0 0 0 0 0

機械・器具工業 0 0 0 0 0

造船・運搬器具工業 0 0 0 0 0

窯業 0 0 0 0 0

化学工業 0 0 0 0 0

製材及木製品工業 0 0 0 0 0

印刷及製本業 0 0 0 0 0

食料品工業 0 0 0 0 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 1 1 0 1 0

第8表(f)　兵庫区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 8 6 2 3 0

金属工業 14 12 2 18 0

機械・器具工業 25 20 5 30 0

造船・運搬器具工業 11 9 2 10 0

窯業 1 1 0 0 0

化学工業 4 3 1 5 0

製材及木製品工業 9 8 1 11 0

印刷及製本業 20 19 1 2 0

食料品工業 23 22 1 13 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 30 22 8 15 0

第2表(g)　林田区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 16 8 8 4 0

金属工業 48 18 30 6 1

機械・器具工業 69 20 49 3 0

造船・運搬器具工業 44 20 24 2 1

窯業 3 1 2 1 0

化学工業 104 75 29 40 0

製材及木製品工業 37 17 20 4 0

印刷及製本業 6 5 1 0 0

食料品工業 22 16 6 0 0

瓦斯及電気業 3 3 0 0 0

その他工業 69 34 31 18 1

第8表(h)　須磨区における工場存続状況

種別 当初 存続 退出 参入 移転

紡織工業 2 0 2 0 0

金属工業 8 3 5 0 0

機械・器具工業 5 1 4 0 0

造船・運搬器具工業 6 1 5 0 0

窯業 0 0 0 0 0

化学工業 11 6 5 6 2

製材及木製品工業 5 1 4 1 0

印刷及製本業 0 0 0 1 0

食料品工業 2 2 0 0 0

瓦斯及電気業 0 0 0 0 0

その他工業 5 2 3 1 0
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と、化学工業・その他工業の参入率の高さ、②葺合

区の金属工業、機械・器具工業への存続率・参入率

の高さ、③兵庫区の金属、機械器具、造船・運搬器

具、化学工業への存続率・参入率の高さである。こ

れらは葺合区・兵庫区に川崎造船所や神戸製綱所、

神戸発動機や三菱電機が立地し、関連企業が集積し

た結果とみられる。第 8 図(a)-(b)から明らかなよう

に重工業関連工場が葺合区・兵庫区に集積したのに

対し、林田区からは重工業関連工場が退出し、化学

工業・その他工業が集積したのである。 
また、第 9 表に注目してみよう。この表は「移転」

工場が、どこからどこへ移転したかを示したもので

ある。『一覧』では 7 例の移転例があった。このう

ち、①⑤⑥⑦からは、林田区にゴム製造業が集積し

やすい条件があったことが判明し、③④は葺合区に

金属工業や造船・運搬器具工業が集積しやすい条件

があったことを示す。この結果は、事例数は少ない

ものの、第 8 図による分析と整合的である。林田区

にゴム製造業が集積した原因はすでに指摘されるよ

うに、マッチ製造業の衰退と軌を一にしていた。そ

のため内職として林田区を中心に行われていたマッ

チ製造業を代替する形で、ゴム製造業が集積したの

である（兵庫県ゴム工業協同組合（1978））。神戸

港を擁する神戸市は、原料ゴムの輸入拠点でもあり、

またダンロップが神戸に進出したことで、ゴムの出

来を左右する配合師がダンロップ社内で養成され、

彼らが退職して社外に出ることで、ダンロップの配

合技術が神戸市周辺に伝播した。ゴム製造技術はタ

イヤから始まり、調帯（ベルト）、ケミカルシュー

ズなどさまざまに展開したため、事業として成立さ

せるためには技術の伝播が必要であった（写真 1）。
このため、ゴム製造工業は一か所に集積することで

技術的外部性を獲得したものといえる。 
 
5．おわりに 
 

それでは 後に 4 節の含意を踏まえつつ、本稿の

内容をまとめておく。大阪市においては、1920 年代

はさまざまな制約下で集積が港湾周辺部に集中して

いた。ただし、燃料費やチャネル支配の方法、イン

フラ等が 1930 年代に入って著しく改善された。そ

の結果、金属・機械工業や高付加価値産業であれば
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

集積が大阪府の内陸部に「転型」していくには十分
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

なレベルまで阻害要因が解消された
．．．．．．．．．．．．．．．．

。 
 一方では低付加価値産業が大阪市内に立地するに

は厳しい状況となっていく。たとえば、和傘業を事

例として見ていこう。和傘は少なくとも 1920 年ま

では大阪の代表的地場産業であった（黄（1992））。 
 しかし、高津（1936）で指摘されるように、和傘

業は極めて低付加価値産業であり、労賃の高騰と、

住宅地や工場用地の拡大といった要因に規定されて、

大阪市内には立地し得なくなっていく。そのため、

和傘産地は岐阜県や三重県に移転していかざるを得

番号 工場名 業種 当初 移転先

① 二葉護謨株式会社 化学工業 葺合区 林田区
② 宮本紙器工業所 その他工業 神戸区 葺合区

③ 藤本鉄工所 金属工業 林田区 葺合区

④ 山田鉄工所 造船・運搬器具工業 林田区 葺合区
⑤ 高橋ミシン加工所 その他工業 須磨区 林田区

⑥ 株式会社西代護謨工業所 化学工業 須磨区 林田区

⑦ 合資会社渋谷護謨工業所 化学工業 須磨区 林田区

第9表　「移転」工場の移転先
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なかったのである。つまり機械・金属工業の発展は

集積地の拡大という「転型」を可能にした一方で、

低付加価値産業の立地を不可能にした。 
 では、続いて 4 節で検討した神戸市における産業

集積の「転型」と併せて検討していこう。すでに述

べた通り、大阪港は数字にわたって拡張され、その

結果金属・機械類は大阪港からそのまま大型船で積

み出せるようになった。つまり沖仲仕を雇い、神戸

港へ艀で移送してから大型船に積み替えていた時と

比べれば、輸送費は著しく低減したのである。 
 大阪製品が神戸港を経由しなければならないとす

れば、神戸で生産される金属・機械類は多少高価で

あったとしても輸送費という障壁で守られているこ

ととなる。しかし、その障壁が失われると、大阪と

は逆に港湾の近くに金属・機械工場を立地させ、輸

送費を低減させるという大阪市とは逆パターンの

「転型」をする必要が出てきた。兵庫区・葺合区へ

の重工業の集積は、以上のような理由によるものと

考える。 
 それと同時に『神戸市統計書』各年次からみる人

口動態で明らかなように重工業に従事する職工が両

区を中心に集住した。つまり相対的に高い賃金を受

け取る職工が工場とともに兵庫区・葺合区に移動し

たのである。そのため、その外縁に位置する林田区

では大阪市で和傘業が立地不可能になったような事

態は起こらなかった。むしろ、兵庫区・葺合区への

金属・機械工業の集中という「転型」の結果、林田

区では低付加価値産業が立地不可能となる賃金の高

騰、土地の狭隘化という条件が生まれずマッチ産業

からゴム産業へという低付加価値産業から低付加価

値産業へという転換がスムースに進んだと考えられ

る。 
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（こだま しゅうへい 神戸大学大学院人文学研究

科・助教） 
                                                      
1 多くの産業が集積することついては、経済地理学

の観点からSveikauskas（1975）やMoomav（1986）
が「都市化の経済1」（Urbanization economics）の

効果を期待した結果形成されると理解されている。

しかしこれらの研究は、結果として集積した産業が

構成する産業構造の一部が急激に成長もしくは衰退

したときに、集積自体にどのような影響を齎すかを

考察したものではない 
2 その理由については以下の通りである。「都市化の

経済」は確かに都市への産業集積の拡大に大きな利

益をもたらす。ただしすでに多くの研究が明らかに

しているように、産業は都市に留まらず都市部から

郊外へと移転する。この現象は Vernon（1966）の

主張したプロダクトサイクル論によっても説明され

る。しかし問題は Vernon が考えたよりもっと早い

サイクルで産業の都市から郊外への移転がおこって

いることであると考えられる。なぜ Vernon のいう

3 段階それぞれにおける集積の効果を十分に享受し

ない段階で集積地が変化していくのだろうか。その

ため Vernon のいうプロダクトサイクル論とも「都

市化の経済」とも区別するために「多産業集積」の

呼称を用いるのである。後述のように「立地移動」

「立地調整」を本稿では集積の転型と呼ぶのも同様

の理由からである。 
3 経済地理学における「立地調整」（location 

adjustment については松原宏（2009）が手際よ

く整理を行っている。（『立地調整の経済地理学』

原書房、2009 年、3-19 頁）。 
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4 なお、日中戦争以降を検討範囲から外すのは、戦

争の勃発により、産業構造が意図的に軍需に偏重し

たものとなったと考えるからである。 
5 なお、『名簿』には①原則、常時職工 30 人以上、

②綿糸紡績業・麻糸紡績業は同 300 人以上、③製糸

業・絹糸紡績業・船舶車両製造業・洋紙藁紙板紙類・

マッチ・セメント製造業は同 100 人以上、④毛撚糸

業・真綿製造業・麻真田製造業・糸組物紐洋灯心類・

活字製造業・漆器業・火薬ダイナマイト類・雷管導

火線製造業・製油及製蝋業・籠簾檜織傘骨柳行李類・

藺莚麦稈真田及経木真田製造については同 15 人以

上という制約があることをあらかじめ指摘しておく。 
なお、工場の把握については大阪市の工場について

は『大阪市工場一覧』が常時職工 5 人以上の工場を

把握しており、さらに 1931 年と 1936 年の比較が可

能である。そのため工場の存続・退出を考える上で

はより精度の高い結果が求められるが、次のような

問題があるため、今回は『大阪市工場名簿』による。

一つは職工数の変化を実数で追えないことである。

もう一つは本稿の目的から室戸台風の直接的な影響

をみるため1933年と1936年時点の比較を行うほう

がより実態を反映したものになると考えたのである。

また『全国工場通覧』によってより小さな規模の工

場まで把握が可能であるが、工場の業務分類が不明

であり、また職工数も不明であるという欠点がある

ため、本稿においては『大阪市工場名簿』を採用し

た。 
6 第 2 図においては職工数が増えるほど分散不均一

がおこっているが、それほど厳密な分析が必要であ

ると考えられず、また決定係数も十分高いことから

分散安定化変換は行わなかった。 
7 小田（2011b）は、この時期の北区・此花区への

集積の拡大を指摘するが、それは生産額ベースによ

るものであり、本稿の分析とあわせて検討すると生

産額増加は工場規模の拡大とむしろリンクしている

と思われる。 
8 それぞれ篠原三代平（1973）の数値。なお神戸市

においては非鉄金属に比べ鉄鋼生産額が大きいため、

鉄鋼価格指数を使用した。 
9 参入率は、参入／（存続＋参入）×100 で算出。 
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